
インボイス制度（適格請求書等保存方式）について 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 ご存じの方も多いと思いますが、改めて上記の制度について概略をお知らせします。 
この制度は令和５年10月1日から施行されます。先の日以降の取引において、消費税の課税取引として
取扱うためには、適格請求書（通称インボイス制度）の発行が必要になります。 
また、そのためには適格請求書発行事業者登録が必要になります。これは、原則として令和5年3月31
日までに申請しなければなりません。この日までに申請することで和５年10月1日から適格請求書発行
事業者登録簿に登載され、これにより消費税の課税取引として可能になるということです。 

 
 
 適格請求書発行事業者登録簿に登録されますと、消費税等を課税した取引ができることになります。
（確認方法は、国税庁のＨＰに登録者名簿が公表さます。） 
また、適格請求書に法人の場合はＴ（ローマ字）+法人番号（数字 13桁）個人（人格のない社団等）

の場合はＴ（ローマ字）+数字 13桁（マイナンバーは使用しないで税務署から通知されたものを使用す
る）を明記しなければなりません。 
 これにより、取引が課税取引かどうかを判断して経理処理を行い、消費税等の申告書を作成することに
なります。 
 
令和５年10月1日からの取引について整理しますと、 
買い手側は、適格請求書が発行される取引かどうか確認しなければなりません。（ＨＰを確認するとと
もに、Ｔ∔13桁の数字が記載あるかの確認）要件を満たせば課税取引、なければ消費税の対象となる取引
ではないことになります。 
売り手側は、登録事業者であればその旨をお知らせするとともに、Ｔ+13桁の番号を表記した適格請



求書を発行しなければなりません。一方、登録事業者でない方は適格請求書を発行できないので今まで通
りとなります。 

 

 



 具体的には、消費税の申告書を作成する際、課税売上に対する消費税等から課税仕入れに対する消費税
等を差引くことで納付すべき税額を計算していますが、上記の適格請求書がないと課税仕入れとして差
引くことができなくなります。 
 例えば、110,000円の売上のために88,000円の支払があった場合、 
1. 適格請求書がある場合（税率１０%として） 
 売上に対する消費税額等−仕⼊に対する消費税額等＝納付すべき消費税額等 
    10,000円    −   8,000円    ＝   2,000円 

2. 適格請求書がない場合 
   売上に対する消費税額等−仕⼊に対する消費税額等＝納付すべき消費税額等 
      10,000円    −    0円    ＝   10,000円 
となり、適格請求書がないと納付する消費税額等が多くなります。 
問題なのは、上記１と２で計算した消費税額等の差額8,000円についてです。 

売り手側が登録事業者でない場合は、消費税をプラスした取引ができませんから、取引したものの価値が
80,000円又は88,000円かの判断が必要になり、当然買い手側も同様に考え8,000円の差額について、交
渉となるケースが出てくると思われます。そのままか、値引か、価格変更か、取引停止か等いろいろある
ことでしょう。 
 これを踏まえ、現在免税事業者の方は登録事業者になるべきかどうか。一方課税事業者の方は取引先が
登録事業者かどうかを確認し、今後の取引について考慮しなければならなくなるでしょう。 
 
 買い手側の参考になるよう事例を作ってみます。 
上記1の場合 10,000円−8,000円＝2,000円の消費税の納付 
       つまり、取引先に8,000円、国等に2,000円支払ったことになります。 
上記2の場合 10,000円−0円＝10,000円の消費税の納付 
       これは、国等に10,000円支払ったことになります。 
結果、10,000円支出したことで一緒になります。（消費税等だけ考えれば…） 
ですが、買取価格が88,000円（課税取引でない場合）であれば8,000円は取引先に、国等に10,000円支
払ったことになり、8,000円分について自分から余計に支出したことになります。かといって、88,000円
を80,000円に値切る（力関係が働くと）と公正取引委員会の指導が入ることになるかもしれません。種々
問題があるこの制度は来年から実施されます。よく考えて対応することが必要になります。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


